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はじめに

研究代表者藤田陽子

在外米軍基地周辺では，米軍の活動に起因する環境問題が頻繁に発生し，周辺地域の自

然環境や生活環境に深刻な被害をもたらしている。本研究課題では，基地環境問題の持つ

長期性と複合性に着目し，基地のライフサイクル(建設時・運用中・返還後)を f時間軸J，

基地環境問題の自然や社会への影響を「問題軸Jとして，これらを交差させる形で要因・

現状分析を行い，問題の発生予防策や対応策のあり方について検討を試みた。また，沖縄

と同じく在外米軍基地による環境問題を抱える韓国など，異なる背景を持った米軍基地立

地地域を調査対象として，基地を巡る条件や状況の差異が基地環境問題の様相に与える影

響を検証し，それぞれに適した問題解決策について考察した。

軍事基地はその建設時・運用中・返還時および跡地利用時の各段階において様々な環境

問題を発生させる。とりわけ沖縄には日本盟内の米軍関連施設面積の 70%以上が集中し，

また本島面積の約 20%を占めていることから，基地周辺地域にとっては基地由来の環境問

題が日常的に存在する。基地に起因する主な環境問題には，航空機からの騒音や燃料漏れ，

基地内で排出される有害物質による土壌汚染や地下水汚染，燃料他有害物質の不適切な貯

蔵や廃棄，沖縄特有の問題としての赤土流出，訓練での劣化ウラン弾利用，訓練場となっ

ている森林での火災，等々が挙げられるが，どれも基地周辺地域の生活環境や自然環境を

脅かす重大な被害につながる問題である。換言すれば，軍事的な安全保障のために，基地

周辺住民の生活・環境の安全保障がおろそかにされている状況である。

特に，基地環境問題を深刻化させる要因の一つが，基地の内と外での情報の非対称性で

ある。日米地位協定において，米側の返還時原状回復の責任については，協力義務のみが

規定されており，その費用は日本側が負担している状況にある。さらには，返還前の立ち

入り検査もやはり米軍側には配慮、義務のみが規定され，事実上は不可能である。情報公開

という点では，基地建設時や跡地開発時に求められる環境アセスメントの有効性や妥当性

の検証も不可欠となる。

一方で，米国国防総省においては基地運用に関わる環境規定が整備されており，米国内

基地と同様に法規制が適用されていれば回避もしくは対応できる問題も多々存在する。す

なわち，基地環境問題は，米国環境法を在外基地に対してどのように適用するか，あるい

は基地立地国の環境法を米軍基地に対して適用できるか否かにその解決の可否がかかって

いるとも言える。この点については，返還時あるいは返還後に明らかとなる環境汚染の浄

化責任や費用負担のあり方にも関わってくる。

こうした様々な側面を呈する基地環境問題を巡る現状を，自然地理・環境アセスメント・

国際政治・環境経済学・環境法という複数の観点から検証し，複合的に解決方法を模索す

ることが本研究課題の目的である。また，米軍基地を抱えながらも異なる背景をもった複
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-米軍の海外展開の論理 ・米軍基地による社会環境への影響分析
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-米軍基地による自然環境への影響分析(地形・土壌・地下水・資材供給等)
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-米軍基地に対する環境アセスメント適用上の課題と問題解決の可能性

置をlIi~rillI[曹司書日1・

-基地による環境影響の経済的価値評価(環境損失、浄化費用等財政支出等)
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-在外駐留基地における米国環境法の適用の現状と課題

数の地域一沖縄，韓国， ハワイを調査対象として各地域間の比較を行った。米軍基地を巡る

条件や状況の差異が基地環境問題の様相に少なからず影響を与えているとの仮説を検証し，

それぞれに適した問題解決策を探るためである。

本研究では，基地環境問題を「時間判lJと「問題軸」の双方から検証し，これらの軸を

交差させる形で捉えようと試みた(後掲図)。これにより，基地環境問題を，基地のライフ ・

サイクルを通して分析 ・評価し，問題の予防策から発生後の対応のあり方までを考察する

ことができる。「時間軸Jについては，基地環境問題が発生するタイミングを，基地建設時 ・

基地運用中 ・返還後及び跡地利用段階の 3つに分けた。一方の「問題軸Jについては，日

米安保関係・米国環境法・環境アセスメント ・自然地理 ・環境経済学の 5側面から基地環

境問題を複合的に研究する体制で本研究課題を遂行した。特に，米国環境法の在米専門家

を研究協力者として加えたことにより，沖縄とアメリカの研究者が協働して米軍基地環境

問題について研究し，沖縄あるいは日本からの一方的な議論を避け，米国環境法に関する

知見を考慮した客観的な検証を展開することに留意 した。

本研究課題期間の 3年の聞にも，普天間・嘉手納飛行場の騒音被害，沖縄市サッカ一場

における有害物質を含む大量のドラム缶の発見，キャンプ瑞慶覧西普天間地区における土

壌汚染，オスプレイ配備問題，水源地に近いキャンプ ・ハンセンにおけるヘリ墜落事故や

頻発する山火事，そして辺野古の移転工事に先立つての調査に伴うサンゴ礁破壊等々，沖

縄では米軍の訓練等に起因する環境問題が続発している。現代社会において環境保全や自

然保護に対する認識や意識は向上しているにもかかわらず，軍事基地由来の環境問題はあ

たかも別の問題で、あるかのごとく ，当該地域の自治体や住民にとっては，関連する情報の

開示はもとより，その存在や実態の把握すら困難である。その原因や背景，問題の所在，
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解決の可能性について，関連する複数の分野からのアプローチによって客観的・科学的に

明らかにすることを試みた。残念ながら基地環境問題の複合性を踏まえた各分野の成果の

統合には至らなかったが，今後の基地環境問題に関する多角的研究の基礎をなすことはで

きたと考える。本研究課題の成果が，軍事基地環境問題に苦慮するすべての地域にとって

の問題解決策の検討に寄与することを望む。

【本事業報告書の概要】

本報告書は， 3年間にわたる事業の成果としてまとめたものである。できる限り多角的に

基地環境問題を捉えるため，研究チームのメンバーに加え，本研究課題の研究協力者にも

論文執筆を依頼した。以下，掲載論文を簡単に紹介する。

我部論文「化学兵器の沖縄からの撤去をめぐる日米琉関係Jは， 1971年の米軍の沖縄

からの化学兵器撤去に関する米国政府等の意思決定過程を中心に，日米両政府聞におけ

る政治的思惑や，沖縄側の葛藤などについて分析している。

前門論文「沖縄県における米軍基地と赤土流出」は，自然地理学の立場から，沖縄にお

ける米軍基地からの赤土流出の現状についてキャンプ・ハンセン周辺を中心に分析し，基

地内裸地からの流出量が桁違いであることを指摘し，問題解決の必要性を訴えている。

桜井論文「返還米軍基地跡地の浄化に関する日韓比較Jは，本研究課題期間における

複数回にわたる韓国調査に基づいている。同じように在外米軍基地の返還跡地の汚染や

浄化の問題を抱えながら，土地所有形態の違いや地位協定の内容により大きく異なる状

況にある沖縄と韓国を比較し，問題の根底を明らかにしている。

川瀬論文「米軍基地を維持するためにどれだけ財政負担しているか」では，思いやり予

算や特定防衛施設周辺整備交付金等，米軍基地を巡る様々な予算について客観的な財政分

析を行い，それらの呂的や根拠の不明瞭性を明らかにするとともに，米軍基地を沖縄に置

き続ける理由となっていることを指摘している。

林論文「米軍基地返還の意義Jは，横田基地の軍用機騒音による社会的費用を推計する

とともに，跡地利用推進特措法の役割の検証，そして軍事基地環境問題を考える上で，従

来の経済計算の不備を指摘， r生の破壊を考慮に入れた経済学」の必要性を論じている。

Smith論文"Troublein Paradise?US Military Forces Abroad， American Environmental 

Law， and the Law of Jurisdiction"は，在外米軍基地所在地での米国環境法の適用について

論じている。たとえば普天間飛行場の辺野古移転に関しては，仮に米国連邦絶滅危慎種法

等がされるとするならば，移転計画自体が中止されなければならないとしている。

Davis論文"Whenthe Bombs Stop: Environmental Issues after Military Base Closures" 

では，グアム，ハワイ，ヴィエケス島(プエルト・リコ)の各地における米軍基地による

環境問題が地域の自然や社会に深刻な影響を与え，また基地使用終了後も同エリアが自然

保護区に指定されるなどしてその歴史が隠されてしまう事実を示し，こうした現状は一種
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のコロニアリズムであるとも指摘している。

これらの研究論文を通して，沖縄を中心に，韓国，ハワイ，グアム，ヴィエケス島とい

った同様の問題を抱えつつもその背景や現状を異にする複数の事例を比較することが可能

となった。今後は，植民地支配や地域併合などの歴史的背景，地位協定に規定されている

費用負担責任やホスト閣の権限の差異，あるいは現在直面している安全保障上の問題との

関連などに関するさらなる検証と，問題解決に向けたより具体的な提言が求められる。本

報告書はその作業に向けたスタートに立つものであり また本課題による研究活動が軍事

基地環境問題を科学的・客観的に考察するための学術連携の基盤をなすものと考える。
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6 



【研究成果】
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著者名
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発表者名

武石裕・贋瀬孝・前門晃

学会等名

沖縄地理学会

発表者名

武石裕・青木久・前門晃・庚瀬孝

学会等名

日本地球惑星科学連合2014年大会

発表者名

Fujita， Yoko 

学会等名

論 文 標 題

限りなく実効性の低い米箪再編見直し合意

査読の有無 巻 発行年 最初と最後の頁

無 2012年4月号 2 10 11 12 41-48 

論 文 標 題

戦後世界のq:1の沖縄

査読の有無 巻 発行年 最初と最後の頁

無 13号 2.10.EI. E3 
1- I 30-35 

論 文 標 題

返還米軍基地の速やかな環境回復をし、かに実現するか

査読の有無 巻 発行年 最初と最後の頁

第16号 2 ;0 ; 1 ;4 29-39 
E EE  E 

発 表 標 題

サンゴ礁海浜における1丁線砕波波両と潮位との関係について:沖縄島新原海岸
における観測事例

発表年月日 発表場所

2013年7月27日 琉球大学

発 表 標 題

裾礁型サンゴ礁の波高減衰に関する野外観測:沖縄等新原海岸の事例

発表年月日 発表場所

2014年4月30日 パシフィコ横浜会議センター

発 表 標 題

New Island Studies in Okinawa 

発表年月日 発表場所

R岳seaud' Excellence des Territoires Insulaires 
2014年7月4日

University of Prince Edward 

(RETI) Conference 2014 lsland， Canada 

〔図書〕
著者名 出版社

前回哲男・林博史・我部政明編 吉川弘文館

書 名 発行年 総ページ数

沖縄・基地問題を知る事典 2 10 11 P 1. I 191 
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著者名 出版社

我部政明 岩波書J苫

書 名 発行年 総ページ数

情報公開と外交文書管理『日本の外交，第6巻日本外交の併構築』 2 ;0 ;1 P l' I 
27 (332) 

著者名 出版社

我部政明 岩波書后

書 名 発行年 総ページ数

沖縄の米軍基地へ自を向けよ『これからどうする 未来の作り方』 2 ;0 p p l' I 
4 (674) 
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【ワークショップ・シンポジウム】

ワ}クショップ「米軍基地環境問題の現状と米国環境法の適用j

日時:2012年 12月7日 (金)

会場:琉球大学法文学部新棟213教室

講師:Susan Lea Smith (Professor， Willamette University， USA) 

桜井国俊(沖縄大学教授)

返還跡地の環境浄化問題を考えるワ}クショップ

日時:2013年7月4日 (木)

会場:文系総合棟603(国際沖縄研究所会議室)

講師:砂)11かおり(沖縄国際大学)r米国内における返還跡地の環境浄化に関する問題点」

ウエストン・ワッツ「オスプレイ配備と環境問題j

公開シンポジウム「環境と軍事基地j

日時:2013年 12月7日 (土)9 : 30'""'18 : 00 

会場:沖縄県立博物館・美術館美術館講座室

くブロゲラム〉

セッション①:国際政治・環境政策

我部政明(閏際政治学，琉球大学)r化学兵器撤去と沖縄J

林公則(環境経済学・環境政策学，都留文科大学)r米軍基地返還の意義J

セッション②:経済・財政

川瀬光義(財政学，京都府立大学)

「米軍基地を維持するためにどれだけ財政負担しているかJ

藤田陽子(環境経済学，琉球大学)r軍事基地による環境損失の経済的評価」

セッション③:地理学

ジェフリー・サーシャ・デイピス(地理学，ハワイ大学ヒロ校)

JiVhen the bombs s匂'J):Environmental issues a庇'erm，韮fitarybase closures 

前門晃(自然地理学・地形学，琉球大学)r米軍基地と赤土流出J
セッション④:韓国

桜井国俊(環境影響評価，沖縄大学)r返還米軍基地の円滑な環境回復をいかに実現するかJ
ソ・ジェチヨノレ(グリーンコリア局長，韓国)r在韓米軍基地の汚染浄化基準について」

セッション⑤:米国環境法の域外適用

スーザン・スミス(環境法学，ウィラメット大学，米国)

宝roubleinR紅 '8dise?:U. S. MJ温祖'ryBases Abroad， Environmen，凶
Destruction， and the lilcuum of Environmental Law 

ソール・ブルーム(アークエコロジー ExecutiveDirector，米国)

Assessing andAddressing MilitalY Pollution in Okinawa 
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